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概要 

再生可能エネルギー電源（以下、再エネ電源）出力の不確実性に対応する調整力を考慮した電

源運用計画モデルを用いて、再エネ電源出力の予測精度改善と蓄電池（NAS 電池）導入による発

電費用の削減効果を分析した。予測精度改善や NAS 電池導入は、ベース電源比率の増加を通じ

て、発電コスト削減に寄与するという定量的な結果が得られた。再エネ電源大量連系時の電力コ

スト削減の点から、今後、従来電源以外の調整力資源（蓄電池、電気自動車やエコキュートなど

電力需要の能動化（デマンドレスポンス（DR））、水素など）の組み合わせの制御手法、および再

エネ電源出力予測と需給制御を組み合わせた制御手法の開発が必要である。 
 

Summary 
This report studied the generation cost impact of forecasting accuracy improvement and battery storage 

system in power systems with large-scale renewable integration using power system operation models. The 
model results show that the forecasting accuracy improvement and battery storage system could make lower 
the on-line capacity of partial-load oil-fired and gas-fired power generation units and make the base load 
power generation units more utilized. This has negative impacts on the yearly power generation cost as well. 
These results imply that, studies on controlling a variety of flexibility resources in an integrated way, e.g. 
conventional power generation unit, battery storage system, demand response and hydrogen, are needed 
combined with renewable power forecasting from a viewpoint of power generation cost reduction. 
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1. 提案の背景と目的 

1.1 背景 
固定価格買取制度（フィードインタリフ制度）の導入以降、我が国でも、再生可能エネルギー

電源（以下、再エネ電源）の普及が進んでいる。2016 年 3 月末の累積導入量は太陽光発電 32.9GW、

風力発電 3.08GW である。政府の長期エネルギー需給見通し[1]では、全国で 2030 年度時点で太

陽光発電 64GW、風力発電 10GW の導入量が設定されている。2030 年度の発電電力量に占める割

合はそれぞれ太陽光発電 7%程度、風力発電 1.7%程度と小さいが、最大電力1)に占める割合は大き

い（電力 10 社計の最大電力の 2015 年度実績は 154GW）。 
太陽光発電や風力発電は、出力変動が大きいため、電力系統に将来大量に普及した場合、余剰

電力の発生や周波数調整力の不足など系統の需給運用上の問題が発生することが指摘されており、

この課題解決のために、連系線の活用や増強、再エネ電源の出力制御、揚水発電や蓄電池（NAS
電池）の利用、電気自動車やエコキュートなど電力需要の能動化（デマンドレスポンス（以下、

DR））など様々な方策の検討や研究開発が行われている。DR とは、電力系統側から通知される

DR 信号に応じて、需要家が需要側機器の電力消費パターンを変更することによって、電力系統

の需給調整に参加し、電力系統全体のコスト削減や供給信頼度の維持を図る新しい電力需給管理

手法である。 
図 1-1 は、2016 年 5 月 4 日の九州電力管内のエリア需給状況である[2]。なお、九州電力管内の

2016 年 9 月末時点の接続済み連系量は、太陽光発電が 641 万 kW、風力発電が 49 万 kW であり、

電力会社 10 社のうち、最も再エネ発電比率が高い。同図を見ると、昼間の再エネ電源の出力増加

に対応するため、揚水式発電の動力運転の時間帯を従来の夜間から昼間へ変更すると共に、昼間

に火力発電の出力を抑制することで需給バランスを維持している。将来、再エネ電源の連系量が

さらに増加すれば、火力電源や揚水式水力だけでなく、再エネ出力制御や蓄電池、DR など他の調

整資源を使って需給バランスの維持を図る状況になる可能性がある。 

 

図 1-1 九州電力管内の需給バランス実績(2016 年 5 月 4 日) [2] 

                                                        
1) ある年における日本全体の電力需要（1 時間毎）の最大値。 
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図 1-1 は需給実績であるが、再エネ電源の出力予測は完全ではなく、予測値は予測誤差を伴う

ため、前日や当日の需給計画段階で、再エネ出力の予測誤差や時間内変動に柔軟に対応するため

の需給調整力を確保しておく必要がある。例えば、昼間の再エネ電源出力が予測値よりも大きい

場合あるいは小さい場合に備えて、上げ代と下げ代の調整力を準備する。図 1-2 は風力発電の事

例であり、翌日の平均予測誤差は約 10％であるが、45%－51％と予測が大外れする場合がまれに

ある[3]。再エネ電源の出力予測誤差が大きければ、部分負荷運転の火力電源などの需給調整力を

より多く用意する必要がある（図 1-3）。経済的な需給運用を実現するためには、予測精度の向上

を図ると共に、供給信頼度維持と経済性を勘案した調整力確保が求められる。 
 

 

図 1-2 東北電力管内のエリア風力発電出力の予測誤差分布(上：当日予測、下：翌日予測) [3] 

 
図 1-3 調整力確保のために調整した発電計画 [4] 
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政府は、DR を活用して、ピークカットによる需給逼迫の解消や火力発電の設備効率の向上に

つなげるため、「ネガワット取引に関するガイドライン」[5]を策定し、2013 年度より電力会社と

アグリゲーター、需要家によるネガワット取引実証事業を行ってきた。一般送配電事業者が実施

した 2017 年度分の周波数および需給バランスの調整に必要となる電源等の公募結果では、需要

家の DR の落札量は、周波数調整機能の具備を必須としない設備等稀頻度対応に活用する電源 I'
の募集量 132.7 万 kW に対して、東京電力パワーグリッド、中部電力、関西電力、九州電力の 4 社

合計 95.8 万 kW であった。電源以外の調整力が、一般送配電事業者2)において初めて用いられた

[6]。 
 
1.2 目的 
これまでの電力システムの計画、運用における最大の不確定要因は需要であったが、今後再生

可能エネルギー発電の導入量とその出力変動はそれ以上の不確定要因となり、運用計画、ひいて

は設備計画に与える影響は大きい。将来、我が国の電力系統に再エネ電源が大量連系する状況に

備えて、再エネ電源の予測誤差や変動に対応するために、需給バランスを維持する調整資源を増

強する必要がある。課題は、どのような種類の調整資源をどの程度確保すればよいかを、各資源

のコストや調整スピード、潜在量を勘案して評価することである。 
本稿では、再エネ電源出力の不確実性に対応する調整力を考慮した電源運用計画モデルを用い

て[7]、蓄電池の導入や再エネ電源出力の予測精度向上が、どの程度発電コスト削減に貢献するの

かを評価する。 
 

2. 電力系統の計画と運用、予測技術 

2.1 電力系統の需給運用の仕組み 
本章では電力系統の需給運用の仕組みや再エネ出力予測など本稿と関連する情報をまとめる。 
図 2-1 は、年間～前日～負荷削減受け渡し時点までの、電力系統の電源計画・需給運用の各段

階における制御手法や需要能動化手段を模式的に表した図である。年間・月間計画では、火力発

電や原子力発電の補修計画や電力調達を通じて電源を確保する。次いで、週間計画では、週単位

での需要予測や再エネ電源出力予測に基づき、電源の週間運用（揚水式水力含む）を決める。前

日段階では、翌日の需要予測や再エネ電源出力予測に基づき、需給バランスを維持する調整力を

確保した上で火力電源の起動停止計画が決定され、この前日計画が当日の需給運用のベースとな

る。当日運用では、（必要があれば）起動停止計画を修正すると共に、運転コストが最小になるよ

うに 10 分程度の需要変動に対して運転中の電源の出力調整が行われる（経済負荷配分制御と呼

ばれる）。さらに短い秒単位～分単位の需要変動に対しては、系統安定化を図るために、周波数制

御やガバナフリーで出力調整が行われる。 
従来の随時調整契約では大口需要家が対象であるが、ネガワット取引では、アグリゲーター3)を

対象とすることが特徴である。 
 

                                                        
2) 供給エリア内の送電線や変電所、配電網、電力量計などを建設・維持・運用し、各発電所で作られた電力を

各消費者の電力量計に届ける事業を行う。電力の需要と供給が常にバランスするように需給調整を行う役割

を持つ。 
3) 複数の需要家の節電量（ネガワット）を取りまとめる仲介業者。 
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図 2-1 各時間断面での電力系統の電源計画・需給運用の仕組み 

 
2.2 再エネ出力予測 
再エネ電源の出力予測は完全ではなく、予測値は予測誤差を伴う。再エネ電源の出力予測誤差

と調整力は表裏の関係にある。再エネ電源の出力予測誤差が大きければより多くの調整力を用意

する必要があるため、予測精度の向上は経済的な需給運用を実現する上で重要である。 
数値気象モデルや衛星画像に基づく予測、統計分析モデルなど様々な手法を用いて[8]、太陽光

発電・風力発電の出力予測が実用化あるいは研究されており、10 数分先から 1 時間先、数時間先、

翌日、週間など予測時間に応じて適切な手法を用いる必要がある。例えば、図 2-2 は米国におけ

る様々な予測手法による太陽光発電の予測誤差（RMSE(Root Mean Square Error)）の結果であるが、

予測誤差の基準となる持続モデル（persistent measured：緑色）と比べると、5 時間先までは、衛星

画像に基づく予測（cloud motion smoothed：黄色）の予測誤差が最小で、5 時間先以上になると数

値予報モデル（NDFD, national digital forecast database：紫色）の予測精度が最小である。従って、

前日計画については数値気象モデルが、当日の需給計画修正については衛星画像予測が有効であ

る。また、図から、予測時間が長くなるにつれて予測誤差が拡大することが分かる。実際、日本

における風力発電と太陽光発電の出力予測誤差の評価事例でも[3][9]、1 時間前／当日予測よりも

翌日予測の予測誤差が大きくなっている（表 2-1）。 

年間の
系統計画

月間の
運用計画

前日の
運用計画

当日の運用
給電の

十数分前

計画調整契約、
時間帯別料金

随時調整解約、ネガワット取引

電源の補修計画、電力調達

給電指令 給電指令

周波数制御経済負荷配分制御
電源の

起動停止計画
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図 2-2 太陽光発電の予測手法とその予測誤差（米国の事例）[8] 

表 2-1 我が国における風力発電と太陽光発電の出力予測誤差の評価事例 [3][9] 

 風力発電 
(東北電力) 

太陽光発電 
(9 電力会社) 

予測手法 数値気象シミュレーシ

ョン（統計モデルによる

予測誤差補正あり） 

・数値気象シミュレーション 
・衛星画像に基づく予測 

予測誤差結果 翌日予測 
9.5% 

6.6% ～ 10.0% 
(平均 8.4%) 

1 時間前／

当日予測 
<5% (1 時間前), 

7.8% (当日) 
3.9%～7.3%(平均 5.5%) 

(1 時間前) 
注意：風力発電の場合は定格発電容量で、太陽光発電の場合は基準日射量 1000W/㎡で予

測誤差を規格化した。 
 

3. 再エネ出力予測誤差改善と NAS 電池導入による発電費用の削減効果の分析 

3.1 対象エリアと検討ケース 
再エネ電源出力の不確実性に対応する調整力を考慮した電源運用計画モデルを用いて[7]、再エ

ネ出力予測誤差改善と NAS 電池導入による発電費用の削減効果を分析した。本モデルは、電源容

量や調整資源量を所与として、調整力の確保コストと使用確率を勘案して、電源の燃料費・起動

費の合計値を最適化する。本稿では、再エネ電源出力の不確実要因として、再エネ電源の出力予

測誤差分布を陽に考慮した。これにより、予測誤差を改善することによるコスト抑制効果が定量

化できる。2 章で説明したように、時間領域（時間単位、サブアワリーなど）によって予測誤差

が異なるが、本稿では再エネ電源出力の前日予測誤差分布のみを考慮した。 
再エネ賦存量が多いある電力供給エリアを対象として、2012 年度の電力需要実績データ、およ

び太陽光発電と風力発電の連系容量を 5.8GW, 2GW と仮定した太陽光発電と風力発電の出力デー

タを用いた（図 3-1）。同エリア内のウィンドファーム 19 地点の 2012 年度の発電実績データ（1
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時間値）[10]および同エリアの 20 気象官署地点の 2012 年度の日照時間・気温・降水量の 10 分実

績値データから推定した同エリア内の太陽光発電の時刻別発電データを用いた。この連系量の場

合、電力需要に対する太陽光・風力発電量を合計した再エネ電源比率（日単位）は年平均 13%で、

最大は 29%（晴れで風が強い 5 月休日）、最小は 3%（降雪があり風が弱い 2 月平日）であった。 
 

 
図 3-1 電力需要と太陽光発電出力、風力発電出力の 1 時間値データ 

      （太陽光発電・風力発電連系量 5.8GW,2GW）  ※横軸の数値は月。 

再エネ出力予測誤差改善と NAS 電池導入が電源運用とコストへ与える影響を評価するため、

表 3-1 の 3 つの分析ケースを設定した。 
Case A は再エネ電源が大量連系し、前日の再エネ電源出力の予測誤差(%)が現状値[3][9]のまま

の場合である。予測誤差に対応する長周期変動の調整電源として、火力電源と揚水式水力を仮定

した。Case B は前日の予測誤差が現状値の半分に改善すると仮定した場合である。長周期変動の

調整電源として火力電源と揚水式水力を仮定した。Case C は、前日の再エネ電源出力の予測誤差

は現状値のままとし、火力電源と揚水式水力に加えて、NAS 電池を長周期変動の調整電源として

利用する場合である。NAS 電池の導入容量はパラメータ変数とし、2GW と仮定した。 

表 3-1 分析ケース 
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モデル分析結果として、春季休日（再エネ比率：高い4））における Case A－Case C の前日時点

の電源運用計画を図 3-2 に示す。運用計画は、前日段階の再エネ出力誤差に対応する調整力を各

時刻で確保している。横軸は時刻（1 時間刻み）、縦軸は発電電力量（MWh/h）である。当該時刻

の発電ユニット単位の発電電力量（棒グラフ）を種類毎に色分けしており、下から、一般水力・

地熱発電（白色，凡例：OTHERS）、原子力（淡紫色，凡例：NU1-NU4）、石炭火力（黒色，凡例：

COAL1-COAL16）、ガス複合発電（黄色，凡例：LNGCC1-LNGCC6）、従来ガス火力（オレンジ色，

凡例：LNG1-LNG7）、石油火力（赤色，凡例：OIL1-OIL9）、揚水発電（水色，PUMP1-PUMP3）、
NAS 電池・放電モード（紫色，凡例：BES(NAS)）、風力発電（緑色，凡例：WIND）、太陽光発電

（ピンク色，凡例：PV）である。点線は電力需要（凡例：DEMAND）、実線は揚水用動力量と NAS
電池の蓄電量の合計値（凡例：STORAGE）である。昼間の発電電力量の合計値（棒グラフ）が電

力需要（点線）を超えているが、この余剰電力を揚水用動力量と NAS 電池の蓄電量の合計（実

線）で吸収する。 
調整力の供給源が火力電源と揚水式水力の場合（Case A）、図 1-3 に示したような、石油火力や

従来ガス火力・ガス複合発電など火力電源の部分負荷運転により予測誤差分布に対応する調整力

を確保する必要がある。部分負荷運転する火力ユニット数が増えると、各ユニットの最低負荷量
5)の合計値も増えるため、電力の需要量と発電量をバランスさせる点から、原子力発電は選択され

ない結果となった（図 3-2(a)）。火力電源の部分負荷率であるが、例えば、ガス複合発電の午前 11
時断面の平均負荷率は 39%であった。再エネ電源の余剰電力は揚水用動力（実折れ線）で吸収し、

夜間に揚水発電（水色の棒グラフ）を行う。なお、本モデルでは、連系線を通じたエリア間の調

整力の活用を考慮していないが、これを考慮すれば、解が異なる可能性があることに留意された

い（例えば、原子力の起動ユニット数が増える）。 
次に、再エネ電源出力の予測誤差が現状値の半分に改善した場合であるが（Case B）、予測誤差

分布に対応する調整力必要量が減るため、部分負荷運転する石油火力や従来ガス火力・ガス複合

発電の運転ユニット数が減り、代わって燃料費が安い石炭火力の発電量が増える結果となった（図

3-2(b)）。また、ガス複合発電の午前 11 時断面の平均負荷率は 45%であり、Case B では調整力必

要量が減るため、上記の Case A の 39%と比べて負荷率が上昇する。 
調整力の供給源として NAS 電池(2GW)を追加した場合（Case C）、NAS 電池の充電能力・放電

能力を予測誤差分布に対応する調整力に使うことができるため、図 1-3 に示したような調整力を

供給するための石油火力や従来ガス火力・ガス複合発電の部分負荷運転ユニット数が減り、石炭

火力や原子力などベース電源の運転ユニット数が増える（図 3-2(c)）。ガス複合発電の午前 11 時

の平均負荷率は 42%であり、Case C では火力電源が担う調整力が減るため、上記の Case A の 39%
と比べて負荷率が上昇する。昼間の再エネ電源の余剰電力は主として NAS 電池の蓄電量（実折れ

線）で吸収し、夜間に放電する（紫色の棒グラフ）。 

                                                        
4) 日単位の再エネ電源比率が 29%の場合。 
5) 発電ユニットの運転を維持できる発電出力の最小値。 
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(a) Case A（調整電源＝火力電源と揚水式水力） 

 

 
(b) Case B（調整電源＝火力電源と揚水式水力、再エネ予測誤差半減） 
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(c) Case C（調整電源＝火力電源と揚水式水力と NAS 電池 2000MW） 

図 3-2  春季休日（再エネ比率：高い）の電力需給カーブ 

 
各ケースの電源の燃料費・起動費の合計単価を図 3-3 に示す。再エネ電源やその他電源のコス

トは含まない。仮に再エネ電源出力の予測誤差が半減すると、主に燃料費が安いベース電源比率

が上がるために、単価が 9.5 円(Case A)から 8.2 円(Case B)へ 14%減少する。一方、NAS 電池 2GW
を導入すると(Case C)、前述したように NAS 電池の充電能力・放電能力を調整力に使うことがで

き、部分負荷運転の石油火力・ガス火力・ガス複合発電のユニット数が減り、石炭火力や原子力

などベース電源の連系ユニット数が増えるため、発電単価が 9.5 円(Case A)から 6.9 円(Case C)へ
28%減少する。 

 

 

図 3-3 発電単価（再エネ電源・その他電源コストを除く） 
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4. 政策立案のための提案 

本稿では、我が国おける電力系統の需給運用の仕組みや再エネ電源出力予測の現状を概説する

と共に、再エネ電源出力の不確実性に対応する調整力を考慮した電源運用計画モデルを用いて、

再エネ電源出力の予測誤差改善と NAS 電池導入による発電費用の削減効果を分析した。再エネ

予測誤差改善や電源以外の調整力資源である NAS 電池の導入が、火力電源が担っていた調整力

を減らすことにつながり、燃料費が安いベース電源比率の増加を通じて、14%－28%の発電コス

ト削減に寄与するという定量的な結果が得られた。 
調整力を確保するため、従来電源以外の調整力資源として、蓄電池、DR、蓄熱、水素など様々

な手段が検討されているが、電力コスト削減の点から、これらのリソースの組み合わせの制御手

法や総合的な評価手法の開発が必要である。また、同様に、再エネ電源の出力予測は発電コスト

削減に寄与することから、出力予測と需給制御を組み合わせた新しい制御手法の開発、およびそ

の技術実証事業を今後の政策として提案したい。 
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